　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名張市公共用財産の境界明示について(手順書)
明示申請　

境界明示申請書（様式1）により申請してください。
1 申 請 者・・・申請地に隣接する土地所有者のみ行えます。

2 申 請 地・・・名張市公共用財産に隣接し、過去に明示実績の無い箇所（明示の有無は、維持管理室・農林資源室で必ず確認してください）。ただし、明示実績がある箇所であっても、その実績を参考に現在の測量技術により再測量する場合は申請可。

なお、街区基準点のある地区（つつじが丘・百合が丘・梅が丘）については、予め用地対策室にて確認してください。
3 公共用財産・・・公共用財産の種別（市道・里道・公園・緑地ほか）を記入してください。市道、公園等の名称については、維持管理室で確認してください。
4 申請の目的・・・境界確定後の土地利用計画等
5 添付書類

（1） 位 置 図　縮尺1/1,500～1/3,000程度の平面図に、当該箇所を赤色で表示。
　　　　　添付地図については、著作権にご注意下さい。

（2） 公　  図　不動産登記法第14条（旧第17条）に規定する地図又はそれに　　　　　　　

準ずるものとして登記所に備え付けられている図面で、当該申請地及び隣接地（対側地）全部を複写したものに申請箇所を赤色で明示。
（3） 登記情報　当該申請地ならびに隣接地の全部事項証明等（申請日の3ヶ月　　　

以内の交付で、その内容に変更がないもの）。
隣接（対側）地については、要約書または登記情報を法務局で調査した隣接土地所有者一覧表（様式2）も可。　

（4） 地積測量図　法務局に備え付けられているもので、当該申請地及び隣接（対
側）地付近で、境界明示にあたって重要と判断されるもの。
（６）委任状（様式3）　申請地及び隣接地所有者が、代理人に権限を委任した場合は必要。委任した権限の範囲（申請、立会い等。境界確定行為そのものの委任は不可。）を示し、実印を押印のこと。

（７）その他参考資料　申請地の写真や実測した現況平面図、申請地が字界にかかる場合は、公図合成図、申請地付近で過去に明示実績のある場合については、その境界確定図等、境界明示にあたって参考となる資料があれば添付してください。

立会い
1 立会日・・・ 立会日は、最短で申請日から2週間後となります。名張市及び隣接者等と日時調整の上、設定してください。

2 立会者・・・申請者、隣接（対側）地所有者、（地元代表者等）
※里道及び道路幅員が概ね2.0m未満の市道の場合、対側地所有者及び地元代表者も立会いをお願いします。水路の場合、対側地所有者及び水利権者等の立会いをお願いします。
　　   ※申請者及び隣接地所有者が、委任状により境界立会いの権限を代理人に委任した場合、代理人において立会いが行えます。

③立会い要領

（1） 出席者の確認　立会当日、出席者を確認します。その際、立会者名簿への　　　 　　　  署名をお願いします。申請地および隣接地の土地所有者が出席できない場合は、委任を受けた代理人が出席してください。土地所有者も代理人も出席のない場合、境界確定はできません。
（2） 境界決定　関係者全員の合意により境界を決定します。

（3） 確　　認　境界上の主要ポイントにて確認写真を撮ります（この際、土地所有者（関係者）にポールを持ってもらい写真に入ってもらいます）。

境界確定 
境界確定協議書（様式4）により境界を確定します。立会後3ヶ月以内に、名張市を除く利害関係者全員の署名・押印の上、2部提出してください。（里道・道路幅員が概ね2.0m未満の市道・水路の場合、境界確定協議書への押印について、対側地所有者は必須とし、地元代表者及び水利権者等の押印は必要ありません。）
相当の理由が無く境界確定協議書の提出がない場合は、境界確定不調となります
1 公共用財産
2 申請地及び隣接（対側）地の土地所有者について・・・1頁目には登記上の土地所有者の住所、氏名を、2頁目には住民登録上の住所、氏名をそれぞれ記入（署名）の上、実印による捺印（申請者については、印鑑証明書も添付）をお願いします。なお、両者が異なる場合は、その変移が確認できる住民票、戸籍等を提出してください。
④実測図　境界立会結果をもとに、実測図を作成し、当該箇所を赤色で明示。
· 境界杭等の位置（座標値）や永久構造物からの距離や、断面図等を明示するなど将来にわたって復元可能な図面にしてください。

6 添付書類　位置図(添付地図については、著作権にご注意下さい)、公図、立会者名簿、その他境界確定において参考となる資料があれば添付してください。

⑥その他　確定協議書と添付図面の合計が3頁以上の場合は、袋綴じをしてください（2頁の場合、割印も可）。
　　　　　　　隣接（対側）土地所有者が死亡している場合は、系統図を添付し、

　　　　　　相続者全員の押印により確認を得ることとします。ただし、特別な理

　　　　　　由により相続者の代表が境界確定協議に関する確約書（様式5）を添

　　　　　　えて境界について相違ない旨を確認できた場合については、この限り
　　　　　　ではないものとします。
